
資料� 消費税が導入されても社会保障は悪くなるばかり

資料� 消費税２０年�税・社会保障などをめぐる主な出来事

１９８８年１２月２４日 ●消費税法が国会で成立
１９８９年４月１日 ●消費税導入 税率３％
１９９１年 ●消費税の「一部見直し」（住宅家賃非課税など）
１９９４年 ●細川首相が「国民福祉税」構想を発表、翌日撤回

●村山内閣（自・社・さ）が消費税５％増税法案の成立強行
厚生年金（１階部分）の支払年齢繰延法案の成立強行（２００１年から段階的に実施）
入院給食の有料化

１９９７年 ●橋本内閣のもとで消費税の５％への増税を実施
健康保険本人２割負担化

１９９８年 ●法人税率引下げ（３７．５％→３４％）、法人事業税率引下げ（１２％→１１％）
１９９９年 ●所得税・住民税の最高税率引下げ（あわせて６５％→５０％）、定率減税実施

●法人税率引下げ（３４％→３０％）、法人事業税率引下げ（１１％→９．６％）
２０００年 厚生年金（２階部分）の支給年齢繰延法案の成立強行（２０１３年から段階的に実施）

介護保険制度導入、４０歳以上から保険料徴収、国保証取り上げを市町村に義務づけ
老人医療に定率負担制度を導入

２００２年 老人医療を完全定率（１割または２割）負担制度に
社会保障予算自然増を３０００億円削減（以降、毎年２２００億円）

２００３年 ●証券優遇税制導入（税率２０％→１０％）、相続税最高税率引下げ（７０％→５０％）
●法人税の研究開発減税を大幅拡充
●消費税の免税点引下げ（３０００万円→１０００万円、実施は法人０４年度、個人０５年）
健康保険本人３割負担化

２００４年 ●所得税の配偶者特別控除廃止（住民税は０５年度に廃止）
生活保護の老齢加算廃止（０４・０５年度で段階廃止）
厚生年金などの保険料引上げ（以降、毎年実施）

２００５年 ●高齢者の所得税増税（住民税は０６年度）
国民年金の保険料引上げ（以降、毎年実施）
生活保護の母子加算廃止（０５～０９年度で段階廃止）
介護保険のホテルコスト導入

２００６年 ●定率減税半減
障害者自立支援法の実施による福祉・医療の負担増
「骨太の方針２００６」で２０１１年度まで社会保障毎年２２００億円削減方針を決定
老人医療「現役なみ所得者」を３割負担に

２００７年 ●定率減税廃止

２００８年
１２月２４日

後期高齢者医療制度を導入
●「持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた「中期プログラム」を閣議決定、２０１１年度までの
消費税増税を計画

（●は税制関係）『議会と自治体』（２００９年８月号より）
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